
国土の7割を活用する自伐型林業が100万人の就業を創出 
世界をリードする森林大国日本へ 

 
そのカギは現行の大規模請負型林業に非ず 

小規模分散型の自伐型林業にあり	

　　　　　　　　　　自伐型林業推進協会　	

中長期ビジョン・事業計画	



国土の7割は中山間地域	
（田舎大国）	

世界的に樹木の生育に	
恵まれた林業適地	

現行林業＝衰退産業の代名詞	
問題点が多く、長年根本療法が実施されなかった故『林業は儲からない』が一般化	

現状の低い木材価格では採算が合わないため高額補助金が常態化	

日本の国土の7割は森林	

日本最大の資産「森林」を生かすどころか、劣化させている	

若齢期に全伐・再造林する林業。50
年皆伐で低質材の大量生産を優先	
-採算性・持続性が困難・環境劣化-	

所有と経営を分離させた、請負事業体主
体の大規模林業。伐採業の継続を優先	
-持続的森林経営の消滅、森産業消滅-	

高投資と高コストが付き纏う	
高性能林業機械の導入	

-参入障壁が高く、高コストに-	

皆伐土砂流出	

荒い作業道	再造林地の崩壊	 過間伐・荒い作業道	

過間伐	

政策の失敗：原木価格が上昇しながら、就業者は激減
するという、通常考えられない現象を引き起こした	

持続的森林経営が不可能となる森が、全国で続々と増えている	
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背景	

山林所有者が大赤字（全国で10兆円）	 面積当たりの就業者ドイツの1/10以下	



国土の7割は中山間地域	
（田舎大国）	

世界的に樹木の生育に	
恵まれた林業適地	

森林大国日本への道を切り拓く根本療法「自伐型林業」	
現行林業の問題点をすべて解決し、就業力10倍以上、補助金ゼロへ、環境・土砂
流出・獣害の根本的対策、森産業・農業・観光・地域福祉・コニュニティの再生	

日本の国土の7割は森林	

真の林業・木材産業再生と新・森産業創出で100万人の就業創出 

百年以上にわたる択伐（多間伐）林
業＆百年生以降の小面積再造林	
面積当たりの材積と価値を上げる	
-採算性・永続性（多世代）を担保-	

所有と経営を密着させた山主や住民主
体の自立・自営の林業。兼業型推奨	
-永続的森林経営を展開し、地域に永
住、収入と環境保全を両立-	

小規模高密度作業路網等により
小型機械搬出を実現	

-低投資・低コストで参入容易-	

儲かる根拠：「択伐マジック」：適正な択伐により本数は減るが
、材積は増加。生産量と質が年々拡大し、80年以降は補助
金ゼロを実現、200年スパンでは収入は現行林業の百倍に	

長年「長伐期択伐施業」を実施した自伐林家の山林は、日本一の天然林と言われる高知
県千本山の状態に近づいていく。つまり理想的な天然林は自伐型林業者の目標林となる。	

同時に、山腹工や小規模堰
堤工の役割を果たし、予防
砂防・予防治山も非常に高
い（左：山腹工、右：アンカー）	
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条件不利地が故の厳しさ	 TPP等の外的環境の変化	

中山間地域の汎用型生業モデルは、大面積の森林を活用し、採算性・参入性に優
れた「自伐型林業」と地域特性に合わせた農業や観光との兼業型が基本	

日本の国土にあった戦略的展開を！　林業先進国、ドイツ・オーストリアも同じ展開で発展	

森林率7割の国の中山間地農業・観光の在り方は	

中山間地域農業・観光の発展の鍵は「自伐型林業」が握っている 

中山間地域では大規模化・高付加
価値化より自伐型林業との兼業が	

経営安定化に最適	
-林業収入が農家（農業）を支える-	

自伐型林業による永続的森林経営は、	
地域や集落の永続性に直結	

-永続的森林経営をが、地域への永住、
コミュニティの存続を実現する-	

自伐型林業が生業として安定的
（インフラ的）であるため、チャレン
ジ（付加価値追求）が可能	
-挑戦心・創造性を支える-	

u 基本的な展開ステップ	
　①現状の農業・観光のままで、自伐型林業を副業として展開開始	
　②自伐型林業の収入を安定化させる	
　　　3年以内に林業年収を200万円以上に	
　③自伐型林業が安定してから、農業や観光の付加価値化へ	
　　　農（観）＋林で年収500万円以上に	
	
u 「農家林家モデル」「観光との兼業モデル」等の開発	
　①みかんとの兼業モデル（愛媛県西予市：右参照）	
　②農機具メーカーと協働し、農業特区で事例化へ	
　③畜産との兼業モデル（高知県いの町）	
　④路地農業との兼業モデル（高知県佐川町）	
　⑤四万十川観光と兼業モデル（高知県四万十市）	
　⑥温泉との兼業モデル（静岡県熱海市）	
　⑦福祉との兼業モデル（奈良県王寺町）、他全国で	

愛媛みかんと自伐型林業との兼業により、安定的で収益性のある生業を実現している。	
補助金は受けていない。	

農業への価値	
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国土の7割を活用する自伐型林業が100万人の就業を創出	

世界をリードする森林大国日本へ	

自伐型	
林業	

生業	 生活	都市	 都市	

経済	
人流	

新産業創出	
地域内再生可能	

エネルギー循環（産業）	
環境保全・環境共生	
（予防砂防、予防治山）	

新しい福祉	
建築	

リノベーション	

森業の	
創出	

薪ボイラー	
薪ストーブ	

バイオマス	
発電	

土砂流出防止	
獣害対策	

里山保全	
日本版	

ケアファーム	

健康生活	

都市は、山林経済の消費先としての役割を
持つ。山の持続性、環境保全性を含めた本
質的な意味で、“エコ”な消費が実現する	

中山間地域への自伐型林業実装によって、
都市は中山間地域に生まれる新しい領域
（フロンティア）への人材供給源となる	

建築、リノベーション
に木の良さを生かし
た国産無垢材を活用	

山の副業である「森業」を創出（一
部は再生）。具体的には、油、食
品・薬の原料、花材（生け花用の
花）、炭、木工など。ドイツでは林業
と同程度かそれ以上の規模	

建築用材とならない間伐材（C
材）を新しい地域エネルギー源
として活用。地域内循環により、
雇用も創出。エネルギー自給・
自立も実現していく	

土砂流出防止、獣害対策がなさ
れる。生業型の面的展開により
これまでのボランティア中心の限
定的な環境活動とは範囲・効果
ともに全く異なる。里山も活用	

これまでの多くのレクリエーション的
農福連携ではなく、高齢者や障害者
が担い手として林業（周辺作業含む）
に参入。林業従事者が副業として福
祉事業を営むことも（その逆も）	

接着剤を多用した集
成材ではない、無垢
材利用の広がりによ
り、健康住宅が普及。
安眠、アレルギー疾
患の減少に貢献する	

自伐型林業とは	
限られた森林を離れず（山守型）、自ら持続的に経営・管理・施
業しながら、持続的に（毎年）収入を得ていく低投資・低コスト
の「自立・自営の林業」である。主体は地域に住む山林所有者
や地域住民となる。	
長期的な森林経営や環境保全を優先させ、面積あたりの森林
価値を最大限に高めていくことによる、長期的持続性を志向す
る。非常に優れた環境保全型、価値創造型、農耕型林業。	

高い就業創出力・兼業による多様な産業維持・創出	
現行林業の10倍の就労創出力（実際、高知県で実証）。ドイツでは、
大・小の流通があり、林業と同規模（かそれ以上の）森業（詳細下記
図版内）も存在。日本の場合、自伐型林業によって農業・観光も維
持・発展することにより、100万人の就労創出が現実的に見込める。
高知県では、新規就労した者のうち、1/3が移住者であり、人口還
流・定住促進効果も非常に大きい。「消滅」が危惧されていた中山
間地域が、日本再生・発展のフロンティアに変わる。	

波及効果	

現行林業が抱える
多数の問題を全て
解決し、新しい価値
を生み出す	

100万人＝林業従事者50万人＋周辺産業50万人	
・林業最盛期の就労数（50万人）及びドイツモデルからの推計	
・林業従事者＋大・小の流通＋林業と同規模の森業＋農業・観光再生・発展	

ビジョン	
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【5年後の姿】	
●県・国への政策実装が本格化	
“イノベーター自治体”への	
実装からアーリーアダプター	
への実装（普及段階）へ主戦場が	
移り、県・国への実装も本格化。	
国のカウンターパートも、農林水産省、	
環境省、国土交通省等へ拡大。	
予算は、単年度ではなく、継続予算	
となり持続する基礎的政策へ	
	
●中山間地域再生本格化	
自伐型林業の進展にともない、	
農業・観光・福祉も下支えを得ること	
となり、活性化。移住・定着が進む。	
より円滑な移住・定住に向けた	
直接・間接の取り組みが本格化	
	
●新しい流通が動き出す	
これまでの集成材一辺倒の流通	
から、無垢材（大系木）や森業の	
新たな流通が動き出す。	
新しい市場創造	

普及展開の戦略・計画	

課題及びボトルネック	

【戦略】	
最終的な目標は、自伐型林業者を	
増やすことであるが、面的な展開を	
志向し、自治体をターゲットに設定。	
「イノベーター理論」を採用している	
	
●「イノベーター理論」の徹底	
日本は1,719市町村、	
都市部を除くと約1500。	
【1】“イノベーター自治体”	
40市町村（2.5％）への政策実装	
を引き続き徹底的に行う	
【2】“アーリーアダプター自治体”	
200市町村（13.5％）を見据え、	
林業政策だけではなく、幅広い	
政策として位置づけ、展開していく	
＜幅広い政策＞	
・地方創生政策	
・コミュニティ・地域福祉政策	
・環境政策（土砂流出防止）・獣害対策	
・新エネルギー政策	
・農業政策（農家林家）	
	
●山林所有者を自伐型林業へ誘導し、	
自伐型林業経済（産業）を拡大する仕組みづくり	
	

【プロジェクト】	
●面的展開のための基礎自治体政策実装強化	
・政策実装を促進するマニュアル開発	
	
●モデル事例の一般化・標準化	
メリットを重視する“アーリーアダプター自治体”にも	
スピーディーに実装するため、一般化・標準化を進める	
・【ベース】長伐期択伐（多間伐）施業モデル	
・広葉樹施業モデル	
・農業・観光、福祉との兼業モデル	
・森からの副業（森業）モデル	
・木質バイオマスとの連動型モデル	
・地域福祉・コミュニティ連動モデル	
	
●自伐型林業者の山林確保システム構築	
（1）山林バンク・マッチングシステム構築・実証	
（小規模民有林のマッチング・購入システム）	
（2）集落営林型システム構築	
（財産区、入会地、生産森林組合等）	
（3）大規模（所有）山林分散管理システム構築	
：民有林・公有林（自治体等）・国	
	
●税制改革（相続税）	
●無垢材（大系木）利用拡大に関するモデルづくり	

課題及びボトルネック	
●最大の課題は、現行林業による「皆伐」「荒い間伐」によって
山が使えなくなっていく（林業が営めなくなる）スピードを、自
伐型林業の普及スピードが追い抜くこと	
●現行林業が進む要因のひとつは、自治体、地域住民に「林
業はもうからない」という固定観念があり、自伐型林業のこと
を知らないこと	
●もうひとつの課題は、山林（所有者）と就業希望とのマッチン
グが円滑に行われていないこと。解決には、「山林バンク」な
どの施策が不可欠であるが、これは「農地改革」に匹敵する
大事業であるため、ハードルも高いが、超えなければならない	

今後予算を確保して検討すべきこと	
●「自伐型林業による持続的森林経営公募事業」の創設	
自伐型林業による持続的森林経営を行う個人・グループを公募し助成を行う。自伐型林業は低投資（〜
500万円）・低コストであるため、数億円の予算規模で非常に多くの自伐林家を生み出すことができる	
	

●地方創生や農業振興、移住などに関心のある自治体向け勉強会の開催	
地方創生や農業振興、移住等に興味のある自治体のうち、まだ自伐型林業の政策実装を行っていな
いところを集め、「自伐型林業」に関する勉強会を開催する	
	
●「山林バンク」創設にあたっての幅広い取り組み	
「山林バンク」のあり方を検討し、仕組みを企画、試行していく	

【現状】	
＜外部環境＞	
●「林業はもうからない」というイメー
ジ（固定観念）が未だに強い（中山間
地域、都市部ともに）	
●林業政策は、衰退していた時期から
何ら変わらないため、自伐型林業者は
、国・県等から十分な支援が得られない	
●林業界も変化がなく、高額補助金に
支えられる既存事業体の寡占状態（
構造改革が必要）	
●B材利用の集成材が強化・大規模
化し、材の価格が引き下げられている	
	
＜内部環境（進捗状況）＞	
●自伐型林業グループ（担い手）	
全国50グループ（2015年度：28増）	
●自治体	
全国15の自治体が自伐型林業を推
進（政策実装）	
●議員連盟	
2015年4月自伐型林業普及推進議員
連盟設立。40人以上の国会議員が参加	
●企業	
三菱商事、三菱製紙グループ、ヤン
マー、日本製紙連合会、日本自動ドア
、飛騨産業、水資源機構、福祉楽団	

3カ年	

中長期計画	



●このチームの特徴は、民間・行政・市民（NPO等）というマルチ「セクター」としての広がりにとどらず、経済（環境）的な意味での川
上・川下、主体の規模の大小、経済領域から福祉領域という広がり、研究者・クリエイターの参画など、社会変革を実現するために
必要な実質的な担い手（トップランナー）がチームに既にいること	

	
●それぞれ「利益に直結すること」がチーム参加の基本的な動機である。そのため、恊働が積極的に行われる	

ミッションハブ（事務局）：理
念を強く掲げ、全体を統括	

研究者	
：調査研究・理論化	

地域林業グループ・個人	
：自伐型林業実践主体	

地方自治体	
：政策実装等による展開支援	

福祉	
：新しい福祉の創造	

移住者育成	

大山林所有者	
：これまでの林業界の
リーダーグループ	

議員：地方創生	

建築家	

企業	
：事業・CSVとしての恊働	

環境	

メディア・ジャーナリスト	

チーム	
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【自伐型林業とは（現行林業との比較）】	
「長伐期択伐施業」を核とする自伐型林業は、現行林業の問題点をすべて解決する唯一の根本療法。	

添付資料	

【自伐型林業者の実際の収支】	

自伐展開3年目の若者。	

10年目を超えた農家林家スタイルのベテラン。補助金ゼロ。	
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